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論文内容の要旨

特許制度は特許権者に業として特許発明の実施を行う権利を専有させ，経済的利益を一定期間独占させることで発

明を奨励することを根幹とする制度である。しかしながら，特許権という専用権は独占排他的で強力なものであるか

ら，その権利を一定期間認めることによって社会一般が被る可能性のある弊害という点に鑑み，その独占排他権の効

力には，制限が課せられてきた。特に不実施という形態の特許権の濫用に関しては，特許権という専用権の存在によっ

て他者が制限される競争は，そのような権利行使を保護する結果として認められこそすれ，自ら権利を行使しない場

合は認める根拠がないと考えられ，公共の目的のために規制或いは第三者が使用する可能性を担保するべきであると

考えられてきたのである O また，特許権が濫用されていない場合においても，特許権の付与自体に制限を設ける発明

分野(特に食料，医薬及び化学的発明)，またその公共性故に自動的に強制実施を許諾する分野を定めてきたことも，

この特許権の公共性故のことである。

本稿は，特許制度が排他的独占権を権利者に付与することで図ってきた権利者の利益と，その一方で保護が図られ

てきた公益のバランスという普遍的な問題を切り口に，転換期にあるインド 1970年特許法の現代的課題を問うことを

目的としている。そして， WTO パネルにおいても，その後進性が指摘され， r途上国型特許法」として「国際的ハー

モナイゼーション」から逆境的と見られている現行法の特に問題とされる規定をその法源となった英国法の規定及び

インド旧法と比較し，さらに，現行法の母体となった Ayyanger 報告書における議論の整理を通して， インド法の

「特殊性」と「非特殊性」を明らかにし直すことで，インド現行法の原点を辿り，インド特許法の「普遍性」から，

国際的な特許法制に必要な「権利者の利益」と「公益」のあるべきバランスを考察したものである。

論文審査の結果の要旨

本論文は， WTO (世界貿易機関)協定(し、わゆるマラケシュ協定)の発足に伴う世界の知的財産保護制度のハー

モナイゼーションを展望するために， r発展途上国のリステイトメント」ともいわれてきたインド特許法の発展史を

丹念に辿ると共に，その源流ともいえる英国特許法の変遷にみる「権利者の利益」と「公益J 論をも考察しながら，

国際的な特許制度のハーモナイゼーションに向かう TRIPs 協定(知的所有権の貿易関連の側面に関する協定)への
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インドの新たなる挑戦を説くきわめて意欲的な研究成果である。多数回にわたる現地調査をも踏まえ，例えは，特許

制度改正に関する超大な Ayyanger Report (アヤンガ、一報告書)に注目して紹介するなど，現在に至るまで長い発

展の歴史を経たインド特許法史に関する研究としても類例のない先駆的業績である O また，ガッ卜のウルグアイラウ

ンドにおける多国間交渉をも含めて， TRIPs 協定の問題となる条項について，先進国と発展途上国とのルールのハー

モナイゼーションについて詳細な検討を加えており，国際経済法の視点からも示唆するところが少なくなし、。特許制

度における公益対私益論などについては尚議論すべき余地がない訳ではないが，全体としてきわめて迫力に満ちた創

造的著作であり，着実な研究成果と認められるので，博士の学位を授与するに十分な価値があるものと判定される。
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